
平成１６年度 男女共同参画の推進に関する年次報告書 ＜概要＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

今後，意識調査の実施により把握 
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２．「家事は男女が力を合わせてする

のが良い」の回答者の割合（小学 5
年生）（47.3％⇒60.0％） 

 
 

３．配偶者等から何らかの暴力を受
けたことのある女性の割合（44.8％
⇒減らす  

 
 

４．２０歳未満の人工妊娠中絶実施

率（20.2⇒15｡0） 

 

５．在住外国人で困ったときに相談

できる日本人の知り合いがいる人

の割合(32.1％⇒増やす) 

◆ 成人を対象とした講座を 
開催（男女共同参画課主催） 
・ 実施回数 ４９回 
・ 受講者数 １，７７８人 

◆ 男女共同参画教育参考資
料の作成及び活用（小学 5
年生用教材） 
・教材の配布  ６，０００部 

◆ DV を含む女性相談を実
施 
・女性相談件数 １，４０５件 

◆ DV などの被害者に対す
る保護と自立支援 
・被害者の女性を民間シェルタ

ーで保護した述べ日数 336  日

◆ 性教育サポート事業の 
実施 

・実施学校数   ２１校 
◆ 性と健康に関する健康教

育の開催 
・「性と健康に関する思春期の健

康教育」受講者数  ７６人 
◆ 外国語による相談体制の 

充実 
 ・外国人相談窓口の相談件数

３８４件 

◆ 男女間の不平等感が存在しているた

め，一人ひとりの意識改革はもとより

社会全体での取組を強化する必要があ

る。 
 
◆ 小学生のころから性別役割分担意識に

とらわれないように，性別にこだわら

ない教育をさらに推進する必要があ

る。 
 
◆ DV 被害者は減少しておらず，根絶を

目指さなければならない  。

 
 
 
◆ 若い世代の性感染症患者が増加してお

り，性に関する正しい理解促進の必要

がある。 
 
 
 

 在住外国人が増加する中，外国人の人

権を尊重する意識の啓発が必要であ

◆ 男女共同参画社会の実現

に向けた社会全体の気運

の醸成を図る。 
◆ 効果的な男女共同参画の

教育を推進する 
 
 
◆ DV が犯罪であることを

広く啓発し，根絶を目指

す。 
 
◆ 若い世代に対する性感染

症 予 防 の 知識 啓 発 を 図

り，検査・相談体制の充

実を図る 
 
◆ 市民１人ひとりが外国人

の人権を尊重する意識を

持つよう啓発する 

◆ 「男女共同参画全国都

市会議」の開催準備（新

規） 
 
◆ 小学生対象の男女共同

参画教育参考資料（教

材）の見直し（新規） 
 
◆ デートＤＶ防止啓発の

実施（新規） 
 
 
◆ エイズ即日検査の実施

（新規） 
 
 
 
◆ 人身取引撲滅に関する

啓発（新規） 
 

 意思決定の場に女性が少ないので，女

性の参加が多いボランティア活動な

どから参画を促す必要がある。 
 政策・方針決定過程への女性の参画は

十分ではないため，周知を図る必要が

ある。 

 農村女性の起業等を促進する研修会

◆ 女性の参加が多い，趣味

やボランティア活動団体

へ働きかけ，女性の参画を

促す。 

。 
◆ 政策・方針決定の場への

女性の参画を促す

◆ 女 性 人 材 リス ト 登 録 者

◆ 各種ボランティア団体

への働きかけ（充実） 
◆ 啓発誌等により，政策・

方針決定の場への女性

の参画を働きかける（新

規） 
◆ 女性人材リスト登録者

 
 

９．保育所の待機児童数 
（34 人⇒0 人） 

 
３２名（H１７．４．１） 

 

 

今後，国勢調査により把握 
 
 

 

５３，５９３人（Ｈ１６） 
 
 

１７０人（Ｈ１６） 
 
 

 
１，755 人（Ｈ１６） 

 
 

１０．３０代前半の女性の労働力率

（54.0％⇒60.0％） 

 
 

 

１１．生きがい対応型デイサービスの

利用により生きがい作りができた人の

数（17,994 人⇒48,400 人

 
 
 

ひとり親家庭等で母子父子家庭福祉対策
事業により福祉の増進が図られた人の数
（76 人⇒200 人） 

 
 

男女共同参画を推進する市民団体
主催事業の参加者数（1,819 人⇒
2,000 人） 

目標値（平成１６年度の現状） 主な施策・事業の実施状況  課 題 対 応 今後充実する施策・事業
や新規の施策・事業 

◆ 地域団体等への啓発 
 ・啓発回数   随時 
・単位自治会長の女性数 １３人 

◆ 市民活動サポートセンタ
ーの運営充実 

・サポートセンター利用者数 

17,068 人

◆ 各種審議会等委員への女
性の登用促進 

◆ 農村女性リーダー育成の
支援 

・研修会等の参加者数 １１０人 

 

４５．０％（Ｈ１６） 

２３．１％（H１６） 

 
 
 

135 人（Ｈ１６） 

６・ボランティア及び市民活動グル

ープの代表者の女性比率（43.9％⇒

50％） 

７．各種審議会等委員に占める女性

の割合（21.2％⇒30.0％） 

◆ 多様な保育サービスの提
供 

・特別保育事業数  １９０事業 
・特別保育利用件数  49,880 件 

◆ ファミリーサポートセン
ター事業の推進 

・会員数    １，１２０人 

・利用件数   ４，０６５件 
◆ 勤労者向けガイドブック

の発行・周知 
◆ 生きがい対応型デイサー

ビス事業の推進 
・生きがい対応型専用施設数 

１９箇所 
◆ 母子父子家庭及び寡婦の

就労支援 
・母子父子家庭福祉対策事業によ

り福祉の増進が図られた人数

１７０人 
◆ 男女共同参画を推進する

市民や団体の活動支援 
・市民団体主催事業の開催回数

６回 

１．社会全体において男性優遇と感
じる人の割合（71.4％⇒65｡0％） 

）

８．女性人材リスト登録者数（105
人⇒160 人） 

） 

別 紙 

人権を尊重する分野での，

社会的な問題であるＤＶ（ﾄﾞ

ﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ：配偶者等か

らの暴力）や性と健康の問題

は，潜在化しやすく，すぐに

は解消されませんが，各施

策・事業を着実に実施したこ

とにより，教育・学習を推進

する分野では徐々に成果をあ

げています。長期的に取り組

む課題を解消するためにも，

特に若い世代に対し，男女共

同参画意識を高める働きかけ

める必要があります。 

基本目標Ⅰ 男女共同参画意

識の啓発と男女の個人として

の尊重 

基本目標ごとの推進状況と
今後の対応 

思決定の場への女性の参
横ばいの状況ですが，趣
ボランティア活動への女
参加意欲は高く，また，
会などへも予想を上回る
がありました。女性の参
多い分野を足がかりに方

針決定過程への女性の参画を
促進すると共に，その能力を
十分に発揮できるよう人材の
活用を図る必要があります。

目標Ⅱ あらゆる分野に

る男女の参画機会の確保

【総評】
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基本目標Ⅲ 男女が共に生き

生きと暮らせる環境の整備 

環境整備のための各施策・
事業を実施し，高齢者の社会
参画と母子家庭等の自立につ
いては目標以上の実績となり
ました。一方，目標を達成で
きなかった保育所の待機児童
数は，今後もゼロを目指して
いきます。 

男女が共に家庭生活と職業
その他の活動とを両立するた
めには，市・市民・事業者が
連携・協力して取り組む必要
があります。特に，就業の分
野においては，事業者に対し
就業環境の改善や働き方の意
識の変革を促進するための働
きかけを行う必要がありま
す。 
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を進

意
画は
味や
性の
研修
参加
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基本

おけ
や勤労者向け研修等への参加者が多

く，女性は力をつけているので，活用

を図る必要がある。 。 
が，より市政に強い関心を

持つよう働きかける
への情報提供や研修会

を行う（充実） 

◆ 女性に偏る家事負担を解消し男性も

女性も家族的責任を果たせるよう，多

様なサービスの充実と意識の啓発に

努める必要がある。 
◆ 仕事と家庭の両立のため，事業所の取

組を強化する必要がある。 
 
 
 
◆ 高齢者が積極的に社会に参画するた

め，高齢者の自立を促進する必要があ

る。 
 
◆ ひとり親家庭の増加から，母子家庭等

の自立支援を強化する必要がある。 
 
 
◆ 市民団体主催事業が市民の意識の醸

成につながるよう支援の強化が必要

である。 

◆ 男性も女性も家庭生活

とその他の生活を両立

できるよう意識の啓発

を行う。 
◆ 事業所に対し，仕事と家

庭の両立を推進するよ

う働きかける。 
 
◆ 高齢になっても生き生

きと暮らせるよう，高齢

者の自立や生きがいを

支援する。 
◆ 母子家庭等への支援を

強化する。 
◆ 男女共同参画を推進す

る市民や団体の活動支

援を強化する。 
 

◆ 父親の育児参加促進の

意識啓発（充実） 
 
 
◆ 事業主に対し，「男女共

同参画度チェックシー

ト」を配布する。（新規）

 
◆ 高齢者の外出支援 

（充実） 
 
 

◆ 母子家庭等への自立支

援計画策定（新規） 
◆ 拠点施設の充実（充実）


